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2020 年６月 12 日に公布された「個人情報の保護に関する法律等の一部を改正する法律」（令和２年法律第 44 号）
（以下、「改正法」）において、データ利活用に関する施策のひとつとして、「仮名加工情報」が創設されました。 
また、2020年 11月 27日に開催された第 159回個人情報保護委員会において、改正法における仮名加工情報の概要及

び検討すべき論点について審議がなされました。今回は、「仮名加工情報」について見てゆきましょう。 
改正法における仮名加工情報の概要 

 
仮名加工情報の定義 
「仮名加工情報」は、改正法において、『他の情報と照合しない限り特定の個人を識別することができないように個人情報を加

工して得られる個人に関する情報』（改正法第２条９項）と定義されました。  
【改正法 第２条９項】 
この法律において「仮名加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情報の区分に応じて 当該各号に定める措置を講じて他の情報と 
照合しない限り、特定の個人を識別することができないように個人情報を加工して得られる個人に関する情報をいう 
1. 第１項第１号に該当する個人情報①：当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除すること 

（当該一部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えることを含む） 
2. 第１項第２号に該当する個人情報②：当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部を削除すること 

（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えることを含む） 
①１号個人情報：氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの 
②２号個人情報：個人識別符号が含まれるもの 

 
仮名加工情報の概要  
【仮名加工情報が創設された背景と概要】 
事業者の中には、自らの組織内部でパーソナルデータを取り扱うにあたり、安全管理措置の一環として、データ内の氏名等、 

特定の個人を直接識別できる記述を他の記述に置き換えたり、削除することにより、加工後のデータ単体からは特定の個人を識
別できないようにするという、いわゆる「仮名化」と呼ばれる加工を施した上で利活用を行う例が見受けられます。 
こうした実務の広がりや、情報技術の発展を背景として、個人情報取扱事業者において、仮名化された個人情報について、 

一定の安全性を確保しつつ、データとしての有用性を加工前の個人情報と同等程度に保つことにより、「匿名加工情報」よりも 
詳細な分析を比較的簡便な加工方法で実施し得るものとして、利活用しようとするニーズが高まっていました。 
改正前は、仮名化された個人情報であっても、通常の個人情報としての取扱いに係る義務が一律に課されることから、企業から

は負担の軽減を求める声もありましたが、改正法における仮名加工情報は、本人と紐づいて利用されることがない限りは、個人の
権利利益が侵害されるリスクが相当程度低下することになるので、加工前の個人情報を復元して特定の個人を識別することなく、
活用を内部分析に限定することを前提にして、利用目的を特定・公表すること等を条件に、開示・利用停止請求への対応等の義
務を除外されます（下図参照）。 

 改正後 
 「個人情報」に該当するものは、 
一律に個人情報の取扱いに係る規律の対象 
 利用目的の制限 
 利用目的の通知・公表 
 安全管理措置 
 第三者提供の制限 
 開示・利用停止等の請求対応等 

※ 個人データ、保有個人データに係る規律を含む 

 「仮名加工情報」として加工すれば、 
「個人情報」に該当しても、以下の義務は適用除外 
① 利用目的の変更の制限（法第15条第２項） 
⇒ 新たな目的で利用可能 

※ 本人を識別しない、内部での分析・利用であることが条件 
（法第35条の２第６項から第８項） 

② 漏えい等の報告等（法第22条の２） 
③ 開示・利用停止等の請求対応（法第27条から第34条） 

 加工前の「個人情報」は残したまま、これまで通り利用可能 
 
 
 
 
 
 

 

【匿名加工情報との違い】 
匿名加工情報は、『当該個人情報を復元することができないようにしたもの』という要件が課されており、原データである個人情報

を復元できないようにした情報であるのに対して、仮名加工情報は、当該要件は課されていませんので、他の情報と照合することに
より、原データである個人情報を復元できるものを含みます。 
一方、匿名加工情報は個人と結びつく情報が削除されているため、第三者への提供が可能ですが、仮名加工情報は、法令に

よる場合や共同利用を除き、第三者提供を行うことができないという制約があります。  

改正前 

個人情報 
氏名／年齢／年月日／時刻／金額／店舗 

仮名加工情報 
仮 ID／年齢／年月日／時刻／金額／店舗 

他の情報と照合しない限り 
特定の個人を識別できない 
ように加工 



 

アドバイザリーボード運営事務局からのお知らせ 
今回の GCP レターはいかがでしたか。 
GCP レターに対するご意見、ご指摘、ご感想などがございましたら、
アドバイザリーボード運営事務局までお寄せ願います。 
アドバイザリーボード運営事務局のメールアドレス： 

chi-advisory_board@cmicgroup.com 

GCP レターのバックナンバー： 
https://www.cmic-hci.com/service/smo05.html 

 

お知らせ 
2014年 4月より、「適正な治験のさ
らなる推進」のため、様々な情報をお
届けしてきた GCP レターですが、本
70号をもって一区切りとさせていただ
きます。これまでの記事は、資料とし
て、冊子版にまとめさせていただく予定
です。 
長きにわたりご愛読いただき、ありがとう
ございました。 
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検討すべき主な論点 

今後、「仮名加工情報を作成するための加工基準」及び「仮名加工情報に係る削除情報等の安全管理措置の基準」について、
個人情報保護委員会において検討されます。第159回個人情報保護委員会の資料１には、以下の内容が記載されています。 
仮名加工情報を作成するための加工基準  
（１）基本的考え方 
 仮名加工情報は、「他の情報と照合しない限り特定の個人を識別することができないように」個人情報を加工して得られる情報であるため、
加工によりそれ単体では特定の個人を識別できないようにする必要があります。また、仮名加工された個人データが漏えい等発生時の報
告義務の対象外とされているのは、加工により本人の権利利益が侵害されるリスクが相当程度低減されていることを踏まえたものです。 

 さらに、イノベーションの促進という制度趣旨を踏まえて使いやすい制度とすべく、仮名加工情報の加工基準は、事業者にとって分かりやす
い明確なものである必要があります。  

以上を踏まえ、仮名加工情報の加工基準は、単体識別性を失わせる観点や本人の権利利益の侵害リスクを低減させる観点を踏まえつつ、
基準として明確なものとなるよう検討すべきであると考えられます。  
（２）方向性 
 単体識別性を失わせる観点 
単体で特定の個人を識別できないようにするため、以下の加工基準を個人情報保護委員会規則において定め、具体例をガイドラインにお
いて示すことが予定されています。 
 個人情報に含まれる特定の個人を識別することができる記述等の全部又は一部を削除又は置換すること。 
 個人情報に含まれる個人識別符号の全部を削除又は置換すること。 

【想定される加工の例】 
 会員ID、氏名、年齢、性別、利用サービスの名称が含まれる個人情報を加工する場合： 氏名を削除 
 氏名、年齢、性別、旅券番号、旅行先国が含まれる個人情報を加工する場合 ： 氏名、旅券番号を削除  

 本人の権利利益の侵害リスクを低減させる観点 
特定の個人を識別できないように加工された情報は、基本的には、それが漏えいした場合に個人の権利利益の侵害が生じるリスクは相当
程度低減されていると考えられます。他方で、例えば、クレジットカード番号については、それが漏えいした場合、カード保有者が特定できない
としても、不正利用により個人の財産的被害が生じる可能性があります。 
そこで、漏えい時に個人の権利利益の侵害が生じるリスクを低減する観点から、以下の加工基準を個人情報保護委員会規則において定
め、具体例をガイドラインにおいて示すことが予定されています。 
 個人情報に含まれる記述等のうち、当該記述等が不正に利用されることにより、財産的被害が発生するおそれがあるものを削除又
は置換すること。 
【想定される加工の例】 
 会員ID、氏名、年齢、性別、クレジットカード番号が含まれる個人情報を加工する場合： 氏名、クレジットカード番号を削除 

  
仮名加工情報に係る削除情報等の安全管理措置の基準  
（１）基本的考え方 
 改正法では、「仮名加工情報を作成したとき」、又は「仮名加工情報及び当該仮名加工情報に係る削除情報等を取得したとき」は、事業
者は、削除情報等の漏えいを防止するための安全管理措置を講じる必要があると規定しています。 
また、改正前においても、匿名加工情報については、匿名加工情報の作成に用いられた個人情報から削除した情報や、加工の方法に関
する情報の漏えいを防止するため、匿名加工情報を作成した事業者に対して安全管理措置を講ずることを求めています。 

 仮名加工情報の場合も匿名加工情報の場合も、安全管理措置の目的は、その情報の漏えいによる個人の権利利益の侵害を防止するこ
とにあります。また、安全管理措置の対象となる情報は、いずれも、加工前の個人情報から削除した情報や加工の方法に関する情報です。  

以上を踏まえ、仮名加工情報に係る削除情報等については、匿名加工情報に係る加工方法等情報と同程度の安全管理措置を求めるべき
であると考えられます。  
（２）方向性 
匿名加工情報に係る加工方法等情報の安全管理措置の内容を踏まえ、仮名加工情報に係る削除情報等については、以下の安全管理措
置が個人情報保護委員会規則において定められる予定です。 
 削除情報等を取り扱う者の権限及び責任を明確に定めること。 
 削除情報等の取扱いに関する規程類を整備し、当該規程類に従って削除情報等を適切に取り扱うとともに、その取扱いの状況について
評価を行い、その結果に基づき改善を図るために必要な措置を講ずること。 

 削除情報等を取り扱う正当な権限を有しない者による削除情報等の取扱いを防止するために必要かつ適切な措置を講ずること。 
上記の基準を踏まえて具体的に講ずべき安全管理措置については、事業者ごとに様々であると考えられることから、具体例をガイドラインにおいて
示すことが予定されています。 
 
仮名加工情報は、匿名加工情報よりも詳細な分析を、比較的簡便な加工方法で実施することが可能です。仮名加工情報を

企業の内部で分析・活用することは、国内企業の競争力を確保する上でも重要であると考えられています。 
（個人情報保護法いわゆる３年ごと見直し制度改正大綱（21頁）より）  
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